
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ペルー共和国 

案件名：リマ首都圏北部上下水道最適化事業（II） 

L/A 調印日：2013 年 1 月 9 日 

承諾金額：5,078 百万円 

借入人：ペルー共和国（The Republic of Peru） 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における上下水道セクターの開発実績（現状）と課題 

リマ上下水道公社（以下、「SEDAPAL」という）のサービス対象であるリマ首都圏（以

下、「首都圏」という。）は、年間を通じてほとんど雨の降らない砂漠気候に属してお

り、首都圏への極端な人口集中と相まって水資源は非常に乏しく、水不足は特に乾季

において極めて深刻な状況である。他方、首都圏人口の増加による上下水道サービス

の需要を満たしつつ、基本的には料金徴収により投資及び維持管理費用をカバーする

持続的な経営を達成するため、SEDAPAL は新規水源・浄水能力の確保を進めるととも

に、限りある水資源を有効に活用する必要がある。しかし、SEDAPAL の無収水率は首

都圏全体で約 40％にも達し、中でも首都圏北部（47％）は既に上下水道システムの改

善を実施した中央部（37％）や南部（28％）に比して無収水率の高さが深刻である。

また、無収水率の高さや水源等の問題にも起因する給水能力の不足により、一日あた

りの平均給水時間についても北部（19.8 時間/日）は中央部（22.1 時間/日）や南部

（23.5 時間/日）と比べて低い水準となっている。 

下水道については、パイプの老朽化、素材の問題、下水流量不足等がパイプの閉塞

や破損の原因となり、特に北部において下水の流出・噴出や地盤沈下を頻繁に発生さ

せている。これらの問題は地域住民の衛生環境の悪化を引き起こしており、かかる状

況の改善は首都圏における喫緊の課題となっている。 

(2) 当該国における上下水道セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ペルー政府は「国家衛生計画 2006-2015」を策定し、同計画においては上下水道セ

クターのマネジメントの近代化推進、上下水道サービスの持続性向上、サービスの品

質向上、上下水道事業体の財務状況改善、上下水道施設の拡張等が掲げられている。 

首都圏においては、浄水能力確保のため円借款事業「リマ首都圏周辺居住域衛生改

善事業」（I）及び（II）(L/A 調印：2000 年（I）、2010 年（II）)にてワチパ浄水場及

び北部導水管の建設を進めているが、同浄水場建設の効果を最大限に引き出せるよう、

同浄水場の給水対象地域の上下水道システムの改善を進めていくことをペルー政府

は目下の最優先課題としており、「リマ首都圏北部上下水道最適化事業」（II）（以下、

「本事業」という。）はその第 2段階に位置づけられる。 

(3) 上下水道セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ペルー共和国事業展開計画においては、「経済社会インフラの整備と格

差是正」、「環境対策」、「防災対策」の 3つが援助重点分野として掲げられている。水

供給と衛生改善は援助重点分野「環境対策」の中でも最重要開発課題の一つであり、

円借款用 



「水プログラム」として多数の有償資金協力・技術協力を中心とした支援を実施中で

ある。 

(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行（以下、「IBRD」という。）は農村地域給水・衛生整備プログラムへの融資

を通じ、農村部を対象とする給水・衛生施設整備や制度改善等の支援を実施。また、

「リマ首都圏北部上下水道最適化事業」（Ⅰ）では JICA、ドイツ復興金融公庫（以下、

「KfW」という。）、IBRD との協調融資でリマ首都圏北部の老朽化した上下水道管網の

リハビリやセクター化に取り組んでいる。 

米州開発銀行（以下、「IDB」という。）は、政策プログラムローン（Second-Generation 

Sanitation Sector Reform Program）を通じ、KfW・ドイツ国際協力公社と連携して

水分野を所管する住宅建設衛生省の能力強化、上下水道セクターの制度改善（地方都

市上下水道事業体の経営改善等）を支援している。 

(5) 事業の必要性 

リマ首都圏北部地域では、上水道システムにおいては漏水等の理由による高い無収

水率、下水道システムにおいては下水管の破損による下水の流出等の問題が生じてお

り、同地域にとり貴重な水資源の浪費、地域住民の衛生環境の悪化、SEDAPAL の経営

上の損失等に繋がっており、首都圏におけるかかる状況を早急に改善することは、ペ

ルー並びに SEDAPAL にとって喫緊の課題となっている。本事業は、ペルー政府の開発

政策並びに我が国及び JICA の援助方針に合致することから、JICA が本事業の実施を

支援する必要性・妥当性は高い。 

３．事業概要 
 

(1) 事業の目的 

本事業は、ワチパ浄水場の給水対象地域に位置するリマ首都圏北部6地区において、

上下水道システムの最適化を行うことにより、上下水道サービスの改善を図り、もっ

て同地域の衛生環境の改善に寄与するものである。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

リマ首都圏北部 6地区（コマス、カラバイーヨ、プエンテ・ピエドラ、ロス・オリ

ーボス、サン・マルティン・デ・ポレス、カヤオ） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事（送水管整備、配水池・ポンプ場リハビリ、上下水道二次管網リハビ

リ、水道メータ設置、遠隔監視・制御システムの設置等） 

2）維持管理機材の調達（下水管内調査用／清掃用資機材、漏水探査用資機材等） 

3) コンサルティング･サービス（詳細設計（D/D）、入札補助、施工監理） 

(4) 総事業費 

15,553 百万円（うち、円借款対象額：5,078 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2013 年 1 月～2018 年 12 月を予定（計 72 ヶ月）。施設供用開始時をもって事業完成

とする。 

(6) 事業実施体制 

 1) 借入人：ペルー共和国（The Republic of Peru） 



 2)事業実施機関：リマ上下水道公社（Servicio Agua Potable y Alcantarillado de 

Lima：SEDAPAL） 

 3) 操業・運営／維持・管理体制：北部地域の管轄拠点である北部事務所(Gerencia 

Servicio Norte:GSN)を通じて SEDAPAL が行う。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガ

イドライン」（2002 年 4 月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性

及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でな

いと判断されるため。 

③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、詳細設計と同時に

作成され、本体工事に係る入札開始までに住宅建設衛生省内の国家衛生局の承

認を得る。 

④ 汚染対策：本事業にはアスベスト管の交換が含まれるが、アスベスト処理専門

業者による対策が取られる予定。 

⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周

辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面：本事業は、主に既存管のリハビリ等が中心となるため、用地取得、

住民移転を伴わない。 

⑦ その他・モニタリング：本事業では、SEDAPAL が環境影響評価結果に基づき、

空気中の二酸化硫黄・二酸化窒素・一酸化炭素の濃度、騒音についてモニタリ

ングを実施する予定。 

2) 貧困削減促進：特段なし。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者

配慮等）：特段なし。 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携：「リマ首都圏北部上下水道最適化事業」（I）

と同様に、IBRD、KfW とのパラレル協調融資を予定している。 

(9) その他特記事項：特段なし。 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

1)運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（2009 年実績値） 

目標値(2018 年) 

【事業完成 2年後】 

無収水率（％） 49.6 25 

一日当たりの給水時間（時間/日） 19.8 24 

下水管詰り事故件数（件数/年） 4,438 888 

 2) 内部収益率 

以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 7.9％、財務的内部

収益率（FIRR）は 5.0％となる。 



【EIRR】 

費用：事業費（税金除く）、運営・維持管理費 

便益：漏水削減分の上下水道料金収入、運営・維持管理費の節減、水需要の増加、

上下水道サービス改善に対する支払意思額 

プロジェクト・ライフ：20 年 

【FIRR】 

費用：事業費、運営・維持管理費 

便益：上下水道料金収入 

プロジェクト・ライフ：20 年 

(2) 定性的効果 

 衛生環境の改善。 

5. 外部条件・リスクコントロール 

ペルー及び事業対象周辺地域の政治経済情勢の悪化ならびに自然災害。 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 類似案件の評価結果 

上下水道分野の類似案件の事後評価結果から、料金徴収により運営・維持管理費をカ

バーする事業においては、インフラ本体の整備だけでなく、実施機関に対する無収水

対策等の技術支援が水道事業の持続的経営を実現する上で重要である旨指摘されて

いる。 

(2) 本事業への教訓 

上記教訓を踏まえ、本事業においても無収水対策が SEDAPAL の持続的な経営に重要で

あることから、本事業による二次管網のリハビリのみならず、SEDAPAL の無収水対策

技術の強化を目的とした技術協力プロジェクト「リマ上下水道公社無収水管理能力強

化プロジェクト」による支援を 2012 年 6 月より実施中。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

① 無収水率（％） 

② 一日当たりの給水時間（時間/日） 

③ 下水管詰り事故件数（件数/年） 

(2) 今後の評価のタイミング 

 事業完成 2年後 

以 上  


